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令和 6年度予算見積調書(2月補正予算) 課室名:

説明事業

エネルギー環境課
担当名: 省エネ担当、創エネ担当

内線: 3047 (単位：千円)
会計

P4 地域脱炭素化×エネルギーレジリエンス強化事業費 一般会
計

総務費 環境費
項

環境保全推進
費

脱炭素分散型エネルギー社会構築事業費
番号 事業名

事 業
期 間

令和 5年度～ 根 拠
法 令

地球温暖化対策の推進に関する法律、地球温暖化対策推進条
例、再エネ特措法

款

針路 10
令和 9年度 分野施策 1006

１　事業概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

7,11,13,17
7-2,7-3,11-b,13-1,17-17

　家庭・企業等への省エネ・再エネ設備の導入を支援す
ることで、地域の脱炭素化を促進するとともに、エネル
ギーレジリエンスの確保を図る。また、県有施設への再
エネ設備（太陽光発電設備、蓄電池、充放電設備等）の
計画的な導入及びエネルギーの効率的利用を推進すると
ともに、適正な太陽光発電設備の設置を推進する。
　ア　家庭・企業等における省エネ・再エネ活用設備導
　　入促進事業費　　　　　　　　　　　△42,915千円
　イ　県有施設への再エネ活用設備導入促進事業費
　　（川島）　　　　　　　　　　　　　△11,711千円
　ウ　県有施設への再エネ活用設備導入促進事業費
　　（CESSその他）　　　　　　　　　　△39,189千円
　エ　安全･安心な太陽光発電施設設置推進費△257千円

（１）事業内容
　　ア　家庭･企業等における省エネ･再エネ活用設備導入促進事業費　　　　　　　　　　　549,449千円→506,534千円

　　イ　県有施設への再エネ活用設備導入促進事業費（川島）　　　　 　　　　　　　　　　　19,800千円→8,089千円

　　ウ　県有施設への再エネ活用設備導入促進事業費（CESSその他）　　　　　　　　　　　248,566千円→209,377千円

　　エ　安全・安心な太陽光発電施設設置推進費　 　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　5,108千円→4,851千円

（２）事業計画
　　ア　令和5年度～　事業者認定制度の創設、家庭・企業等への省エネ・再エネ設備導入支援
　　イ　（川島）令和6年度　設計、令和7年度　設備導入
　　ウ　（CESS）令和5年度　設計、令和6年度　設備導入
　　　　（その他）令和5年度～令和9年度　太陽光発電設備を計画的に導入
　　エ　令和5年度～　太陽光発電施設の実態調査、講習会の開催

（３）事業効果
　　ア　家庭や企業におけるCO2排出量の削減、再生可能エネルギーの活用促進、エネルギーレジリエンスの向上
　　イ、ウ　県有施設におけるCO2排出量の削減、再生可能エネルギーの活用促進、エネルギーレジリエンスの向上
　　エ　適正な太陽光発電施設の設置推進によるエネルギー脱炭素化の促進

（４）補正予算の概要
　　ア　補助金の執行が見込みを下回ったことによる減　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△42,151千円
　　イ　経費節減による減　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　△1,381千円
　　ウ　設計委託料の入札差金発生及び事業手法の見直しによる減　　　　　　　　　　　　　　　　　　△36,670千円
　　エ　工事請負費の入札差金発生に伴う減　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△13,870千円

２　事業主体及び負担区分
　ア　（国・県・住民・企業等）
　イ、エ　（県10/10）
　ウ　（国1/2・県1/2）

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×9.2人＝87,400千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
補正後の
予算額国庫支出金

決定額 △94,072

現計額 822,923 237,125 585,798

― 環境部 4 ―

豊かな自然と共生する社会の実現

△94,072 728,851

地球環境に優しい社会づくり



 

事業名

単位事業名 予算額 △ 42,915千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

一般財源 △42,915 ―

合計 △42,915 ―

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

旅費 △119 ― 経費節減による減

需用費 △493 ― 経費節減による印刷製本費等の減

役務費 △152 ― 経費節減による通信運搬費等の減

負担金、補助及び交付金 △42,151 ― 補助金の執行が見込みを下回ったことによる減

合計 △42,915 ―

事業内訳書

地域脱炭素化×エネルギーレジリエンス強化事業費

家庭・企業等における省エネ・再エネ活用設備導入促進事業費

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 △ 11,711千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ △9,000 ― 二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金
環境費補助金 補助率　定額

一般財源 △2,711 ―

合計 △11,711 ―

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

委託料 △11,711 ― 業務委託入札差金の発生及び事業手法の見直しによる減

合計 △11,711 ―

単位事業名 予算額 △ 39,189千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 9,000 ― 二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金
環境費補助金 補助率　定額

　

県有施設への再エネ活用設備導入促進事業費(川島)

主な内容

主な内容

県有施設への再エネ活用設備導入促進事業費(CESSその他)

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 △ 39,189千円

　
 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

一般財源 △48,189 ―

合計 △39,189 ―

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

旅費 △360 ― 経費節減による減

委託料 △24,959 ― 業務委託入札差金の発生による減

工事請負費 △13,870 ― 工事請負入札差金の発生による減

合計 △39,189 ―

単位事業名 予算額 △ 257千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

一般財源 △257 ―

　

県有施設への再エネ活用設備導入促進事業費(CESSその他)

主な内容

主な内容

安全・安心な太陽光発電施設設置推進費

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 △ 257千円

　
 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

合計 △257 ―

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

旅費 △40 ― 経費節減による減

需用費 △152 ― 経費節減による光熱水費等の減

役務費 △65 ― 経費節減による自動車損害保険料の減

合計 △257 ―

安全・安心な太陽光発電施設設置推進費

主な内容

主な内容


